
阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 1 2

22 年 ～ 26 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,418

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

千円
目標

実績

305,447
実績

260,590
312,414

期間設定なし

藤井　信良
シート作成日

総務費

平成25年6月26日
シート作成者名主務課長名 坂東　重夫

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 行財政改革推進事務
総務課

事務事業名 集中改革プランの推進事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
将来にわたって持続可能に発展し続ける市政を実現するため、総合計画や各種計画との整合性を保ちながら時代の変化に対応した
行財政システムの構築を図り、財政健全化と充実した行政サービスの向上を目指します。

今年度 第２次集中改革プランの実施項目の進捗状況を把握し、担当課と協議をしながら推進します。

対象（誰を、
何を）

市の行政組織と行政事務事業

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

広報誌、ホームページ等により、市民への進捗状況の公表を行います。

実施項目の計画的な推進のため、関係各課での積極的な取り組みへの要請と進捗状況の把握を行います。

行財政改革推進本部会議を開催し、プラン推進について全庁的な検討協議を行います。

行財政改革推進委員会を開催し、取り組みに対する意見・助言を受けるとともに、進捗状況の報告を行います。

1,603,453

地 方 債

平成

388,321

会　　計
24

0.400
199

0.400

年度予算 備考
一般管理費

年度決算
総務管理費

2,552

2,384

0.000 0

75
75

2,353

199

目標

25平成

目標
実績

平成

プランにおいて、経費削減等の財
政効果目標を定めているため

0.400

81
81

予算費目
年度決算23

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

財政効果

指標名

0
2,459

0.000
2,499

臨時･嘱託工数･経費 0.000

阿波市行財政改革推進委員会設置要綱

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（１）行財政改革の推進
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

施策の実施は費用をほとんどか
けずに行っています。５年間の
取り組み達成に向けて、他の市
町村の事例や新たな発想も取り
入れながら改革を推進していき
ます。

二次評価一次評価の説明
安定した行財政基盤の確立及び
今後における新たな行財政課題
に対応するため、委員会の意
見・助言等のもと市民の視点に
立った計画内容の見直し、推進
していく必要があります。

費用対効果や成果を重視した、
計画・目標を設定し、その進捗
状況を公表することにより、職員
一人ひとりの意識改革を図るこ
とができ市民の視点に立った市
政を推進することができます。

単年度の財政効果目標は概ね
達成されています。５年間の取り
組みを確実に達成するために
も、担当課の進捗状況の把握・
検討に努めます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度
3

有効性
4 3

効率性
Ａ3

有効性必要性
3

達成度
3

効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

第２次集中改革プランの計画期間は、平成２２年度から２６年度の５年間となって
います。中間年度である２４年度末の進捗状況を的確に把握し、取り組みの遅れ
ている項目については担当部署と十分な協議を行い積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

自主財源の確保や職員定数の適正化、民間活力の導入等により、着実に成果
を上げてきています。進捗率の低い項目については、目標達成に向けてより一
層の取り組みが必要です。こうした取り組みを市民主体の市政の推進につなげ
ていくかが今後の課題です。

拡大・充実

行財政改革推進委員会の意見・助言等を踏まえながら、担当課の進捗状況を半
期ごとに把握、成果の検証を行い、施策実施に反映させていくことで、市民主体
の市政の推進を図ります。

民間委託等

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 1 － 2 4

19 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 行財政改革推進事務 事務事業名 行政評価事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年6月28日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東　重夫 シート作成者名 藤井　信良

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （１）行財政改革の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市行政評価の実施に関する要領

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市の事務事業

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
市が実施する事務事業の客観的評価を行うことにより、事務事業の見直しと改善、市民への説明責任の確立、職員の意識改革を図
り、より効率的な行政サービスをより効果的に提供する行政運営を実現します。

今年度 継続的な点検評価サイクルを確立し、その定着を図ることで、行政評価制度の効果的な運用を推進します。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
担当課において評価対象事業を洗い出し、事後評価をします。

事後評価を取りまとめ、行政評価庁内調整委員会に付議します。

庁内調整委員会において、評価結果を踏まえ、事務事業の必要性等を協議・決定します。

政策評価を試行的に行います。

事後評価結果を公表します。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

事務事業評価シート数
行政評価の基礎単位として
位置づけられるため

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
407 337 319 →

実績 337 319
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

一般管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源

0.400 2,353
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.400 2,418 0.400

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 2,418 2,384 2,353

人件費（Ｂ）
2,384

臨時･嘱託工数･経費
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

事務事業の整理・効率化、市民
への説明責任、職員の意識改
革等行政運営確立を図る必要
があるため、行政評価を行いま
す。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 現在行っている事務事業を分析
し、改革・改善を図ることで、より
質が高く効率的な行政運営を行
うことができます。また、結果を
公表することで市政の透明性向
上にもつながります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 評価制度の必要性について職
員意識への浸透はほぼ図られ
たかと思います。今後はその内
容をより充実したものにしていく
必要があります。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 当面は現状の評価手法の定着
を図りつつ、職員の意見や他の
市町村の手法も参考にしなが
ら、本市に適した評価手法を検
討していきます。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 3 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

評価結果を、総合計画の進捗管理、事務の改革・改善と予算への反映に役立つ
よう、今後も積極的に取り組む必要があると思われます。また、今後、外部評価
の導入など、新たな評価手法について調査検討を行う必要もあります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

現在の評価制度については、一応の定着が図れました。今後、行政評価を、より
有効に活用するため、これまでの取り組みを踏まえながら、本市に最も適した評
価手法のありかたについて、調査・検討を進めて下さい。改革案

と実行
計画

評価結果を有効活用できるよう財政や総合計画担当課と連携しながら事業を進
めて行きます。また、評価手法については、職員の意見や他の市町村の手法も
参考にしながら、本市に最も適した行政評価制度となるよう調査検討を重ねてい
きます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 1 － 3 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 文書管理事務 事務事業名 公文書適正管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年6月24日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東　重夫 シート作成者名 藤井　信良

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）協働のまちづくりの推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）情報公開の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市文書管理規程

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市が収受、作成、保存する文書

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
文書を適正かつ効率的に管理することにより、事務の効率化と情報公開の円滑な実施に役立てます。
文書管理システムによる文書情報等の共有化を行うとともに、将来的に紙文書の削減を図ります。

今年度
文書の整理及び保存年限を超えた文書の廃棄を確実に実施することにより、文書の適正な管理と文書庫のスペースの確保を図りま
す。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
文書庫の整理及び管理

保存年限を経過した文書の廃棄作業

現行文書管理システムの操作に関する指導・研修など

文書の取扱や現行システムの操作に関する指導・研修など

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

指標設定なし
内部管理事務であり、指標
設定に適さないため

目標
年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

一般管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

1,223
計（Ａ） 3,297 1,884 1,223

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 3,297 1,884

0.150 882
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.250 1,511 0.150

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 4,808 2,778 2,105

人件費（Ｂ）
894

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

文書管理は市全体における文
書事務の根幹をなす業務であ
り、機密保持や個人情報の適正
管理のためにも必要不可欠で
す。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 保存文書の適正管理や文書管
理システムによる情報の共有化
により、事務の効率化が図られ
るとともに検索性も向上するた
め、迅速で円滑な情報公開の実
施に役立ちます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 旧システムから新システムへの
データ移行に関しては、円滑に
移行が完了し、旧システムで管
理していた情報が新システムで
も活用できるようになりました。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 紙文書の削減、文書庫管理の
効率化を図るため、今後は、電
子決裁も視野に入れた運用を検
討する余地があります。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

新システム稼働から１年が経過し、職員への定着も図れてきました。恒常的な課
題である、年々増加する文書の保管場所の確保については、継続的な文書庫の
整理が必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

文書管理システムの効果的な活用を図るとともに、文書管理規定に基づく公文
書の適正管理に継続して取り組んで下さい。改革案

と実行
計画

文書の適正な管理と保管場所確保のため、今後も定期的な文書の整理、廃棄作
業を実施します。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 4 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 争訟事務 事務事業名 顧問弁護士相談事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年6月21日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東　重夫 シート作成者名 坂東　孝一

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市の行政業務に携わる特別職及び職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
阿波市の行政業務に関し、生ずべき法律上の問題又は紛争について、法律の専門家である弁護士の意見を参考とし市民に対して公
平・公正な業務の推進を図ります。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市の行政業務において、発生した法律上の問題又は紛争について、事案ごとに弁護士に連絡・相談し問題の解決を図ります。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

相談件数が毎年変動し、数値目標を
設定すべき事務ではありません。

目標
年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

一般管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

667
計（Ａ） 667 667 667

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 667 667

0.083 488
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.083 502 0.083

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,169 1,162 1,155

人件費（Ｂ）
495

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

弁護士への相談件数は年々増
加傾向にあり、この業務の必要
性はますます高まっています。２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 事案ごとに弁護士の法的な見解
とアドバイスを得ることが出来ま
す。また、具体的な対処方法を
指導してくれます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 相談案件について、ほとんどの
案件が迅速に解決できていま
す。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 相談について、迅速な対応が出
来ており、効率よく行われていま
す。契約については、長期継続
契約であり、相談件数に関わら
ず一定額となっています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

相談件数は年々増加傾向にあり、内容も複雑多岐に亘っています。また、裁判と
なる場合が徐々に増えてきています。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

市行政全般に渡り業務上生じた法的な問題について、必要に応じ、専門家であ
る顧問弁護士に相談することにより、適正な執行が図れています。市民に対して
公平・公正な業務執行を行う為、引き続き本事業を有効活用して下さい。改革案

と実行
計画

相談件数は、増加していますが、顧問弁護士としてその都度迅速な対応があり、わかりや
すく具体的な指導があるので、相談した職員は、非常に心強く、安心して業務を行うことが
出来ます。今後も受付窓口として迅速な対応をおこなっていきます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 5 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 例規等調整審査事務 事務事業名 例規等調整審査事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年6月21日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東　重夫 シート作成者名 坂東　孝一

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市の例規全般

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
阿波市例規の制定や改正等について、国の法令や他の例規との整合性その他法制執務上の見地から審査し、法制事務の効率化と
例規等の正確性の維持を図ります。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
案文として作成した例規の制定又は改正文について、国の法令や他の例規との整合性その他法制執務上の見地から精査します。

例規の制定整備、解釈その他法制執務に関する諸事項の疑義照会や相談への対応をします。

国の法令の制定改廃等の情報提供及び改正モデル案の提供をします。

例規制定を伴う新規事務事業について、先行事例を提供します。

法令審査委員会を開催します。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成
例規等調整審査については、数値目
標を設定すべき事務ではありませ
ん。

目標
年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

一般管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

1,320
計（Ａ） 1,320 1,320 1,320

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 1,320 1,320

0.416 2,447
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.416 2,515 0.416

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 3,835 3,800 3,767

人件費（Ｂ）
2,480

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

例規の制定・改正文について疑
義が生じた場合、国の法令や他
の例規との整合性その他法制
執務上の見地から精査してくれ
るので必要性は大きい。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 例規の精査だけでなく国の法令の
制定改廃等の情報から市の例規に
影響を及ぼす情報を抽出して、例規
担当者のためにコメントを加えた情
報提供もシステム上で得ることが出
来るので迅速な対応が出来ます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 市の例規案について、詳細に添
削をしてくれるので初めて依頼し
た職員でもわかりやすく、的確に
作成することが出来ています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 法改正に対する情報の提供や
例規の審査など、非常に専門的
な分野ですが、コスト面から見て
も、効果的・効率的に行われて
います。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

例規知識の習得は、分権時代において重要性が益々高くなってきています。現
在まで、例規に携わってきたことのある職員が少ないことから、今後全職員が条
例等の制定改廃及び法令等の解釈に関し、能力を高めることが必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

条例・規則・要綱等の全般に渡り、指導・添削が適切に行われています。今後
は、職員の例規作成能力の向上に努めて下さい。改革案

と実行
計画

職員に対し、法改正に対する情報提供や、例規作成等の研修会への参加呼び
かけを行うなど、全職員の例規作成能力を高めます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 6 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 情報公開・個人情報保護事務 事務事業名 情報公開・個人情報保護事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年6月25日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 中西政博

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）協働のまちづくりの推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）情報公開の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市情報公開条例、阿波市個人情報保護条例

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市民等（市内に在住、勤務、在学する者、市内の事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体）

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
市民の知る権利を明らかにすることにより、市民の市政への理解と信頼を深めるとともに、公正な行政運営の確保と市民参加による
市政の推進を図ります。また、市が保有する個人情報の適正な取り扱いを確保することで、市民の権利・利益を保護します。

今年度
公文書公開請求や自己情報開示請求に対し、受付時の聞き取りの徹底を図り、公開すべき情報を非公開とすることのないよう、適切
な指導を行い、職員の制度への理解を深めます。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
情報公開・個人情報保護制度に関する案内や相談業務

公開・開示請求を受けた担当部署への指導・助言

情報公開・個人情報保護審査会に関する事務

個人情報取扱事務の管理

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

公文書公開請求件数
目標設定にはなじまないた
め、実績のみ記載

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績 14 18

個人情報開示請求件
数

目標設定にはなじまないた
め、実績のみ記載

件
目標

件
目標 0 0
実績 2 1

国 庫 支 出 金

0 0
実績 0 0

個人情報漏えい事故
件数

個人情報を適正に取り扱って
いれば事故は起こらないため

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

一般管理費

平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

186
計（Ａ） 0 25 186

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 25

0.100 588
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.100 604 0.100

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 604 621 774

人件費（Ｂ）
596

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市が保有する公文書や個人情
報を適切に公開・開示するととも
に、市民の権利・利益を保護す
る上で必要不可欠な事務事業で
す。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 市民の知る権利を保障し、市政
に対する市民の理解と、市政の
透明性を高める観点からも有効
な事務事業です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 関係各課とも個人情報に配慮し
た情報開示に努めています。
これからもより迅速な可否決定
が行えるよう、受付時の正確な
内容把握に努めていきます。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 関係各課ともに、条例・規則に基
づいた効率的な運用を行ってい
ます。２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

情報公開の請求権者と請求方法には一定の制限が設けられていますが、開か
れた市政推進のためには、今後請求権者の範囲や請求方法の拡充に向けた検
討が必要です。また公開請求を要しない情報や、明らかに存在しない文書を請
求することがないよう、受付時の聞き取り等を徹底していく必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

条例や運用マニュアル等に基づき適切な運用が行われていますが、市民意識の
高まりや情報公開請求件数が増加する中、研修会などを実施し、職員意識の向
上を図って下さい。改革案

と実行
計画

請求時における内容把握や、公開請求のあった公文書の特定及び検索が円滑
に行えるよう、受付時の聞き取り等の徹底を図るとともに、職員への周知・研修
等を通じて制度の正しい理解を深めます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 7 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 全国町村会総合賠償補償保険 事務事業名 全国町村会総合賠償補償保険事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 土井久実子

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ６．共に生き、共に築くまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （５）自立・持続可能な地域経営の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
全国町村会総合賠償補償保険に加入し、市民が市の主催する事業や管理する施設において被災した場合や、市民の財物に損害を
与えた場合の補償を行います。

今年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
全国町村会総合賠償補償保険加入事務

事故発生時の保険請求事務（各担当課）

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

事故報告件数
目標値設定にはなじまない
ため、実績のみ記載

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績 4 5
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

一般管理費

平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

3,827
計（Ａ） 3,764 3,731 3,827

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 3,764 3,731

0.004 24
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.004 24 0.004

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 3,788 3,755 3,851

人件費（Ｂ）
24

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市の過失による事故はいつ発生
するかもわからないので、不測
の事態に備えるため、保険への
加入は必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 不測の事態に対する補償が保
険によってなされるので、安定的
な財政運営ができます。また、市
民が安心して施設を利用したり、
行事に参加できるため、市の活
性化へつながります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 現在の補償内容で、ほぼ対応で
きていますが、今後は近隣市の
状況を参考にしながら、補償内
容の見直しについて検討してい
きます。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 直接事業費は保険料のみとなっ
ています。必要な補償内容に応
じた金額となっているため、コス
ト削減は見込めません。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

合併により市となったため、現在加入している全国町村会総合賠償補償保険に
替えて、全国市長会の保険に加入すべきとの指摘もありますが、当面の間は現
状のままで対応します。また、本保険制度に対する職員の認識が不十分なところ
があり、利活用が図られていない可能性があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

市の責任として保険への加入は必要です。課題欄にもありますが、この保険につ
いて、職員への周知を図って下さい。改革案

と実行
計画

保険制度に対する職員の理解が不十分なので、保険についての周知を行い、事
故が起こったときには迅速に対応できるようにします。補償内容の見直しについ
て、近隣市の状況を参考にしながら検討していきます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 8 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 基幹系システム管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年7月3日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 坂野幸広

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

基幹系システム（戸籍、住民基本台帳、税等の電算システム等）及びそれを利用する職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 基幹系システムの安全、安定した運用を図ることにより、市民が迅速かつ効率的で正確なサービスを受けられるようにします。

今年度 基幹系システムの安全、安定した運用を図るとともに、災害に対する備えを進めていきます。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
基幹系サーバの稼働管理を行い、各課と密に連携し、業務の効率化を図ります

各課からの法改正、改良等の依頼を受け、委託業者への取りつぎ、指示を行います

システムの適正な管理を行い、情報セキュリティの向上に努めます

各課に設置の端末、周辺機器の運用管理を行います

情報セキュリティのため、LASDECによるセキュリティ研修を実施します。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

システムの障害発生件数
システム障害・事故等の発生件数を抑制するこ
とにより安定運用を図るため

目標
年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

0 0 0
実績 8 10

法改正、改良依頼の件数
法改正や事務改善に対応し、適正
な運用管理を図るため

目標 0 0

目標

0
実績 5 3

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費

平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

38,866
計（Ａ） 39,008 46,633 38,866

その他特定財源

0.000 0 1.000

一 般 財 源 39,008 46,633

1.000 5,882
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 1.000 6,044 1.000

0 1.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 45,052 52,594 44,748

人件費（Ｂ）
5,961

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

住民基本台帳、税、国民年金、国民
健康保険、福祉、介護保険等の基
幹系サービスは、市民生活の根幹
をなすものであり、法改正により
益々業務は多様化、複雑化になり
基幹系システムの安定した運用を
行う必要があります

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 各業務は電算システム化され、
事務の迅速化、効率を高めるこ
とが可能となりました。ますます
多様化する業務に対応し、様々
な要望にも応える対応すること
が可能となります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 個々の業務において、改修、改
善を必要とするべき部分はあり
ますが、既存システムの管理運
営は安定かつ適正に行っていま
す。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 法改正、新規事業等事務の多様化複雑
化が進んでいますが、システム改修等の
対応を行っている結果、人員の大幅な増
員を行うことなく業務に対応出来ていま
す。導入後8年以上が経過し、今後マイ
ナンバー法等大規模な法改正に対応す
るため、システムリプレースなどを検討す
る必要があります。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

1.システム開発メーカーへの依存度が高いことから、どのような形態が情報処理システムの経費削減に有効であるか引き続き検討する必
要があります。
2.個人情報の保護に関する条例の施行に伴ない、より一層のセキュリティ強化、それを利用する職員全員の意識改革が必要です。
3.現在、国において自治体クラウドが計画されています。今後の基幹系システムの更新には、国の状況を確認しつつ慎重に対応していく
必要があります。
4.東日本大地震を教訓とし、今後発生すると思われる災害に対しての対応（住民情報の消滅を防ぐ）計画を進めていく必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

基幹系システムは、行政サービスを行う上で、事務処理上の根幹をなすもので
す。セキュリィティに十分配慮しながら引き続き適正な運営・管理に努めて下さ
い。改革案

と実行
計画

1.システム全体の構築については、自治体クラウドの動向等を確認しながら、慎重に対応していきます。
2.LＡSDECで行われている情報セキュリティ研修も今回で6回目となり、多くの職員が受講しました。多種多様に変化するセキュリティ対策
を学ぶため継続し、全職員が受講することが必要です。
3.経費削減の対策と情報共有の面から、システムの改修、プログラムの変更、シンクライアント利用による端末台数の削減等各課に共通
した連絡を共有フォルダ内に作成しシステム改修の連絡網として引き続き利用します。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 9 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 情報系システム管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年7月4日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

電算情報系システム（文書管理、グループウェア等）及びそれを利用する全職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 情報系システムの安全・安定した運用管理を図ることにより、正確で効率的な電子自治体構築を目指します。

今年度 情報系システムの端末のWindowsXPのサポート終了期限（H26.4）が間近に迫っているため、ＸＰをWindows7にアップグレードします。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
インターネット回線、LGWAN回線の管理運用を行います。

パソコン、サーバー機器の保守管理をし、安定運用を行います。

システムの適正な管理を行い、情報セキュリティー向上につとめます。

賃貸借及び保守委託料の支払い業務を行います。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

実績
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

8,610
計（Ａ） 14,249 9,740 8,610

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 14,249 9,740

0.700 4,117
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.700 4,231 0.700

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 18,480 13,913 12,727

人件費（Ｂ）
4,173

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国や地方公共団体の相互接続
により情報交換、情報共有を可
能にし、複雑化する内部事務の
効率を高めるために必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 内部事務の電子システム化によ
り、事務の迅速化、効率化を高
めることが可能となります。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 サーバのＯＳ等のバージョンに
より、一部システムが不安定に
なる時がありますが、運営管理
全体としては、順調です。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 職員で対応できる機器保守につ
いては職員で行い、外注コストを
抑える努力をしているので、対コ
ストの効率は高くなっています。
今後も、先進の他団体を参考に
効率的な運用を目指します。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 3 Ａ 4 4 3 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

WindowsXPがH26.4でサポートが終了するため、それまでに情報系のXP端末は
アップグレードする必要がある。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

システムのバージョンアップ等を図りながら、安全で安定した運用管理に努めて
下さい。改革案

と実行
計画

アップグレードのライセンスを購入し、順次電算職員が一台づつアップグレードし
ていく。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 10 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 電子申請関係管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年7月4日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市に電子申請を行う住民及び法人

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市へ提出する行政申請書について、オンライン化を行うことにより、事務の効率化を図るとともに、市民の利便性を高めます。

今年度 電子申請ができる申請があることを知ってもらう。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
職員採用試験申込

ふるさと応援寄附金

集団検診

パパママクラス

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

電子申請件数
多くの市民に電子申請がで
きることを知ってもらうた
め。

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
50 50 50 50

実績 57 78
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費

平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成
前回、数値目標を申請率としてい
たが、申請の種類によっては、申
請者からみた場合、紙の方が分
かりやすい場合もあるため、申請
率から件数へ変更した。

県 支 出 金
地 方 債

500
計（Ａ） 503 499 500

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 503 499

0.100 588
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.100 604 0.100

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,107 1,095 1,088

人件費（Ｂ）
596

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国は、ＩＴ新改革戦略により、申
請のオンライン利用率を高める
目標を設定しています。本市に
おいても、情報化社会に対応し、
行政手続の効率化を図る観点
からも必要な事業です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 国をあげて申請のオンライン化
を行っているので、今後益々有
効性は高まります。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 申請のほとんどは、職員採用試
験であり、他の申請も申請しても
らえるようにする。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 ＡＳＰ利用により他の実施主体
のノウハウを活用したオンライン
システムの導入により運用コスト
は削減しました。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 2 3 Ｂ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

電子申請システムのさらなる利用促進を行い、電子申請の充実、利用率の向上
を図る必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

今年度目標であった「電子申請ができる業務があることを知ってもらう。」点に関
しては、改善の余地があります。行政手続きの効率化と、市民サービスの向上の
上からも、電子申請を活用できる業務の拡大と市民への周知に努めて下さい。改革案

と実行
計画

今後、電子申請を活用できる行政事務の種類を増やし、広報紙等での普及活動
を行うなど、利用者数の増加を目指します。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 11 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 項 目

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 ＬＧＷＡＮ管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年7月4日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

ＬＧ－ＷＡＮ(地方公共団体間広域ネットワーク）回線を利用する全職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 国、県及び地方公共団体と専用通信網を利用した電子自治体構築を図る。

今年度 通信網の安定運用を図るためＬＧＷＡＮ庁内装置の交換を行います。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
LGWAN回線の管理運用を行います。

ＬＧＷＡＮ機器の保守管理をし、安定運用を行います。

システムの適正な管理を行い、情報セキュリティー向上につとめます。

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

システム障害発生件数
システム障害、事故等の発生件数
を抑制することにより安定運用を
図るため

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
0 0 0 0

実績 1 0
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計
年度予算 備考

直接事業費

平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

県 支 出 金
地 方 債

1,041
計（Ａ） 1,277 1,209 1,041

その他特定財源

0.000 0 0.000

一 般 財 源 1,277 1,209

0.050 294
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.050 302 0.050

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,579 1,507 1,335

人件費（Ｂ）
298

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国、県及び地方公共団体の相互
接続により情報交換、情報共有
を可能にし、内部事務の効率を
高めるために必要です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 国、県及び地方公共団体との情
報交換、情報共有により、事務
の迅速化、効率化を高めること
が可能となります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 システム運営管理は全般的に順
調です。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 運用コストは、一部機器の県で
の一括入札により、コスト効率は
良くなっています。今後も、より
効率的な運用を目指します。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

平成２４年度に第３次ＬＧＷAN整備事業により県から上位の回線整備を行い、い
ままでより効率的で速度の速い回線が整備された。今後早い時期に対応を行い
安定した回線を確保する必要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

国・県及び地方公共団体間のネットワークとして有効活用が図られています。今
後においても、更なる活用と安定管理に努めて下さい。改革案

と実行
計画

ＬＧＷＡＮ内部設備の定期保守を行い、安全で安定した運用をめざします。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 1 － 12 3

25 年 ～ 29 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 2 項 1 目 10

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 ケーブルテレビ施設管理運営事業 事務事業名 ケーブルテレビ施設管理運営事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成25年7月3日
部局名 総務部 課名 総務課 主務課長名 坂東重夫 シート作成者名 福家晴生

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ４．生活基盤の充実したまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （１）ＣＡＴＶ網の整備と利活用の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市ケーブルネットワーク施設の設置及び管理に関する条例

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市ケーブルネットワーク施設指定管理者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
指定管理者制度導入により多様化する住民ニーズに、より効果的、効率的な対応が可能となり、住民サービスの向上及び施設の安定稼働、経費の節減に寄与しま
す。特にテレビ放送や告知放送などサービスの安定供給と行政情報番組の充実を図り、住民ニーズにあった施設運営の体制強化を図ります。

今年度 指定管理者による施設の適正な管理運営が行えるよう指導に努めました。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
加入者の窓口対応調整事務

施設の維持管理及び設備機器の安定稼働の検討

放送サービス及び通信サービスの安定供給の検討

自主放送番組の製作調整事務

使用料等の収納に関する確認事務

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

障害発生率 障害件数／加入件数 ％
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
0 0 0 0

実績 0.2 0.2

自主番組取材件数
地域に密着した番組放送を
目指しているため

件
目標 - -

％
目標 100 100

- -
実績 300 302

国 庫 支 出 金

100 100
実績 99 99

収納率 収納額／調定額

25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

情報ネットワーク費

平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成

292,571

県 支 出 金
地 方 債

3,227
計（Ａ） 229,583 288,402 295,798

その他特定財源 229,583 288,402

0.000 0 0.000

一 般 財 源

2.000 11,763
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 3.000 18,133 2.000

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 247,716 300,324 307,561

人件費（Ｂ）
11,922

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

　制度導入により、加入者へのサー
ビスを低下させることなく、人件費等
の経費削減を図ることができ、併せ
て、民間事業者の効率的な運営体
制による加入者へのサービス向上
が図られているため、必要不可欠な
業務です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 　民間事業者の専門的知識によ
り、放送サービスや通信サービ
スの安定供給と設備機器の安
定稼働が可能となり、保守体制
の充実が図られ、施設運営には
特に有効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 　市内全域(約1万3千世帯)で、
放送サービスや通信サービスの
提供をしているが、大規模な事
故もなく、故障などによる障害発
生時の対応も迅速、かつ、適正
に行われています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 　民間事業者のノウハウを活か
した管理・運営体制を確立して
いることから、すべての業務を効
果的・効率的に運営しています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 4 2 Ａ 4 4 4 3 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

　放送及び通信サービスを安定的に供給するには、施設の安定稼働が必須条件
であるため、指定管理者と連携を図り、通信環境等の適正な維持管理に努める
必要があります。これを踏まえ、事業実施時に構築した機器等も耐用年数の経
過、又は保守期間の終了等を迎えようとしているため、機器更新等が必要となり
ます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

指定管理者による現在の運営管理は、適切に行われています。今後、機器等の
老朽化を見据え、長期的な更新計画等について、検討を始めて下さい。改革案

と実行
計画

　指定管理者の業務運営がスムースに行えるよう引き続き指導・支援を行いま
す。また、指定管理者と連携・調製を図りながら、施設加入者へより一層の満足
度向上に取り組みます。

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない


